
～平成２５年度決算について～ 

平成２５年度は、施設環境の充実と学生の学習環境整備を昨年度に引き続き行い、更なる

充実を図りました。施設面では、老朽化している建物を取り壊し、アクティブコモンズ（講

義棟）新築工事、コミュニケーションデッキ新築、部室棟・武道棟耐震補強工事、体育会館

２階アリーナ・１階剣道場等床全面改修工事、トイレ改修などの整備をすすめました。設備

面では、学生への情報提供システム全体を見直し、紙媒体による掲示板を廃止し各学科棟に

電子掲示板を設置しました。また学生が自学学習やコミュニケーションに情報端末を利活用

する為に学内無線ＬＡＮを整備拡充しました。 
収入の面では、平成２６年度入試において、創立５０周年記念事業として特待生制度を拡

充（未来人育成特待生制度）した事で、前年度に引き続き入学検定料収入が増加しました。

また、平成２５年４月より学生の海外留学の支援を目的に「崇城大学基金」を創設し、寄付

募集を開始致しました。卒業生、保護者、教職員をはじめ、各界の方々にご賛同いただき多

くの寄付をいただきました。 
支出の面では、特待生制度の拡充により奨学費支出が増えましたが、新任の採用を控えた

ことによる人件費の抑制、管理経費の見直しによる削減、借入金の計画的返済による減少な

どで経費を抑えることが出来ました。 
以上の事から、財政の均衡を保ちつつ、教育・研究体制の充実を図ることが出来たと言え

ます。 
当年度の財務状況を表す「資金収支計算書」「消費収支計算書」「貸借対照表」は以下のと

おりです。 
 

○資金収支計算書 

当該年度の諸活動に対応するすべての収入と支出の内容、支払資金の収支の顛末を明らか

にしたものです。 
収入の部は、学生生徒等納付金収入４７億７，５１８万円、補助金収入６億７，０９２万

円のほか、手数料収入９，１５８万円、事業収入、資産売却収入、寄付金収入、受取利息収・

配当金収入等で計６５億８，１１９万円となり、それに前年度繰越支払資金５４億７，０４

８万円を加えて、収入の部合計は１２０億５，１６７万円となりました。支出の部では、人

件費３０億６，９４４万円、教育研究経費１２億９，１０２万円、アクティブコモンズ新築

２億５，５００万円、部室棟・武道棟耐震補強工事７，１００万円等を含めた施設関係支出

が６億２，４４４万円、また全学無線ＬＡＮ基盤整備事業２，３００万円、小動物コンパク

トＭＲＩ４，０００万円、スタジオ放送装置２，０００万円を含めた設備関係支出が２億２，

９６４万円で、合計６３億６，４８６万円となりました。 
この結果、次年度へ繰り越す支払資金は、５６億８，６８１万円となりました。 
※http://www.sojo-u.ac.jp/about/docs/shikinshuusi.pdf（資金収支） 
 
○消費収支計算書 

学生生徒等納付金、補助金、資産運用収入などの帰属収入（負債とならない収入）合計額

は６１億９８６万円となりました。支出の部は、人件費３０億６,８９４万円、教育研究経

費２０億８，８４３万円、管理経費５億３，５１４万円等で消費支出合計は５８億５，３３

１万円となりました。 
今年度は基本金組入が無く、基本金取崩額が３億４，１０８万円となりました。この結果、

帰属収支差額（帰属収入から消費支出を差し引いた額）は、２億５，６５５万円の黒字とな

り、当年度消費収支差額は２億５，６５５万円の収入超過となりました。帰属収入と消費支

出は良い均衡状態を維持し、経営状況は健全であるといえます。 
※http://www.sojo-u.ac.jp/about/docs/shouhishuusi.pdf（消費収支） 
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○貸借対照表 

当該年度末に保有する資産および負債を一覧で表示したものです。 
資産総額は３８１億２７６万円、負債総額は２７億９，４３１万円で、差引き正味財産は

３５３億８４５万円となりました。前年度と比較すると資産総額は３，０１４万円の減、負

債総額は、２億８，６６９万円の減です。負債総額の減の一因には昨年に引き続き長期借入

金の減少があげられます。前年度の差引き正味財産は、３５０億５，１９０万円であり、正

味財産については、前年度より２億５，６５５万円の増加となりました。 
※http://www.sojo-u.ac.jp/about/docs/taisyakutaisyou.pdf（貸借対照） 
 
○学校法人会計について 

学校法人会計は、営利を目的とせず、安定的な収支の均衡を目指します。その点で、損益

重視の企業会計とは大きく異なります。学校法人は、学校法人会計の原則に従い会計処理を

行い、計算書類を作成しなければなりません。企業会計とは各計算書類にも違いがあります。

企業会計の「損益計算書」が学校法人会計の「消費収支計算書」に相当し、また企業会計の

「キャッシュフロー計算書」に近いものが学校法人会計の「資金収支計算書」に該当します。

また、学校法人会計には企業会計には無い勘定科目もあります。 
 
平成２５年度の各計算書に出てくる主な勘定科目の内容説明は以下のとおりです。 
各計算書類の主な勘定科目の内容説明 

科目名 内容説明 
学生生徒等納付金収入 入学金、授業料、実験実習料、飛行実習料などの学費 
手数料収入 入学検定料、再試験料、各種証明手数料など 
寄付金収入 教員の研究に対する奨学寄付金、基金などの特別寄付金 
補助金収入 国、県、市から教育研究活動に対する経費に対して交付されるもの。大学に対する

私立大学等経常費補助金もこれに含まれる 
事業収入 学生寮の寮費、外部からの研究委託を受ける受託研究収入、講座の受講料など 
人件費支出 専任教職員の給与・賞与、非常勤講師の給与、所定福利費や退職金財団掛金など 
教育研究経費 教育・研究活動や学生・生徒の学習支援・課外活動に支出する経費。消耗品費・光

熱水費・旅費交通費・奨学費・修繕費・賃借料・印刷製本費など 
管理経費 総務・人事・経理業務や学生・生徒募集活動費など、教育研究活動以外の活動に支

出する経費 
施設関係支出 アクティブコモンズ新築、部室棟・武道棟耐震補強工事などの建物支出や構築物、

建設仮勘定などの支出 
設備関係支出 全学無線ＬＡＮ基盤整備事業、小動物コンパクトＭＲＩ、スタジオ放送装置などの

教育研究用機器備品やその他の機器備品支出 
帰属収入 学生生徒等納付金収入・手数料・寄付金・補助金など大学の負債とならない収入 
退職給与引当金繰入額 実際の退職金支払いに先立って、予め毎年度、負担額を消費支出（退職給与引当金

繰入額）として計上する 
減価償却額 固定資産のうち建物・構築物・機器備品など、時間の経過や陳腐化などによってそ

の価値が減少する。価値が減少するものとして減価償却を行い、取得原価を毎年度

の消費支出に費用配分するもの 
資産処分差額 不動産などを売却し、その代価が帳簿残高を下回った場合、その差額を計上。建物

構築物を取壊した場合の、処分時点の帳簿残高を計上 
基本金取崩額 諸活動の一部又は全部を廃止したこと等により、基本金の取り崩しを行った場合の

額 
退職給与・施設整備引当特定

資金 
退職金の支払い、施設の増設や改築、機器備品その他の設備の拡充や買い替えなど、

将来の特定の支出に備えるために資金を留保した場合に設ける勘定科目 
現金預金 現金、銀行の各種預金、郵便貯金など 
長期借入金 返済期限が年度末後１年を超えて到来する借入金 
短期借入金 返済期限が年度末後１年以内に到来する借入金 
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※1評価は、△（高い値が良い）　　▼（低い値が良い）　　－（どちらともいえない）（平成２５年度版「今日の私学財政」より）

※2全国平均は、医歯系法人を除く大学法人の平均値（平成２５年度版「今日の私学財政」より）

貸借対照表については、全ての項目で良い結果となりました。特に負債の割合を見る総負債比率や負債比率は、全国平均を大き

く下回っています。総資産に対する負債の割合は低く、借入金等、計画的返済が実行されていると言えます。

自己資金構成比率は自己資金の総資金に占める割合です。高いほど財政的に安定しており、本学は全国平均を上回っています。

消費収支計算書については、人件費の抑制により人件費比率、人件費依存率どちらも前年度及び全国平均を上回りました。

教育研究費比率、管理経費比率においても、前年度に引き続き全国平均より良い値となりました。教育研究経費については、平

成２３年度よりスタートさせた教育刷新プロジェクト、学習環境の整備等が順調に進み、教育体制・環境の充実を図ることが出

来たと言えます。また、管理経費の見直しによる削減等で、管理経費比率を低く抑える事ができました。

帰属収支差額比率は、全国平均には及びませんでしたが前年度と比較して高い値となり、安定した財政を維持する事ができまし

た。しかしながら、寄付金比率や補助金比率は、全国平均を下回っており、今後の課題と言えます。獲得に向けて戦略を練り体

制を整える事が重要となります。
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